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３．特定機能病院・地域医療支援病院について 

 

（１） 特定機能病院における第三者評価の受審の義務付けについて 

  「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会」において

特定機能病院の医療安全管理体制のさらなる強化のために議論を行い、令和

元年８月 23 日に取りまとめられ、以下のとおり特定機能病院について見直す

こととされた。これを踏まえ、今後、制度改正を行う予定。【PⅠ総 11】 

 「第三者による評価を受け、病院が主体的に取り組む」という枠組みの中

で、第三者評価を受審し、指摘事項へ対応するよう努力するとともに、審

査状況及び指摘を受けた改善策について公表することを特定機能病院の

要件とすべきである。 

※ 指摘事項のうち、特定機能病院の要件に係る事項への対応状況につい

ては、地方厚生局における医療法に基づく立入検査においても確認する

こととなる。 

 評価を行う第三者については、特定機能病院の医療安全管理体制等を評価

できる機関の中から、病院が主体的に選択できることとすべきである。 

 

 

（２） 地域医療支援病院について 

① 地域医療支援病院の概要 

  地域医療支援病院は、患者に身近な地域で医療が提供されることが望まし

いという観点から、紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利用の実

施等を行い、かかりつけ医等への支援を通じて地域医療の確保を図る病院で

あり、都道府県知事が個別に承認を行うものである。【PⅠ総 12】 

 

 ② 地域医療支援病院の見直しについて 

  「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会」において

地域医療支援病院の見直しについて議論を行った。議論の結果、以下のとお

り地域医療支援病院を見直すこととされ、今後、制度改正を行う予定。 

【PⅠ総 12】 

地域ごとに地域医療支援病院に求められる機能が異なることを踏まえ、都

道府県知事の権限により、地域の実情に応じて要件を追加できることとす

べきである。 

具体的には、地域医療構想調整会議における協議において、地域でそれぞ

れの地域医療支援病院が果たすべきとされた機能については、都道府県医

療審議会における審議を経て、その実施を当該地域医療支援病院の責務と

すべきである。 
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４．産科医療補償制度、医療事故調査制度、医療安全支援センターについて 

 

（１）産科医療補償制度 

産科医療補償制度は、一般審査及び個別審査に基づき、補償対象となる脳性

麻痺児の判定を行ってきたが、「産科医療補償制度の見直しに関する検討会」

における議論の結果、低酸素状況を要件としている個別審査基準を廃止して一

般審査に統合し、「在胎週数が 28 週以上であること。」が基準となった。 

【PⅠ総 15-17】 

また、保険料については、制度運営に要する費用の見直し等を行った結果、

出産一時金によって負担する額が現行の16,000円から12,000円に引き下げら

れることとなった。（差額の 4,000 円については、医療保険部会での議論を経

て、妊婦への給付に充てられることとなった。） 

改定後の基準については2022年1月1日以降に出生した児より適用される。

（2015 年～2021 年までに出生した児については、補償申請を行う時期が 2022

年 1 月以降であっても現行の基準が適用される。）各都道府県におかれては、

出生年に応じた基準の周知のための御協力（管内分娩機関への周知等）をお願

いしたい。 

                  

（２）医療事故調査制度 

平成 27 年 10 月より、「医療事故調査制度」が開始されているが、本制度の

普及・啓発が課題とされており、平成 30 年６月８日付け「医療事故調査制度

の普及・啓発に関する協力依頼について」（厚生労働省医政局医療安全推進室

事務連絡）のとおり、各都道府県においては、管内医療機関等に対して、施設

内の見やすいところへのポスターの掲示や窓口へのリーフレットの配置につ

いて引き続き協力依頼をお願いしたい。また、（対象となる事案が適切に報告

されるためには、）医療事故調査に関する業務に携わる者のみならず、報告の

要否を判断する病院等の管理者が制度に関する正確な知識や理解を有してお

られることも重要と考えており、国としても研修参加等の促進に取り組んでい

くので、御協力をお願いしたい。【PⅠ総 19-20】 

 

（３）医療安全支援センター 

平成 28 年６月の医療事故調査制度等に関する見直しにより、「医療事故調

査・支援センター」において、遺族等から相談があった場合、その相談内容を

医療機関に伝達できるよう運用改善を実施しているが、各都道府県等の「医療

安全支援センター」におかれても、医療事故に関する相談・苦情等があった場

合は、医療機関への伝達も含め、引き続き、適切に御対応いただくようお願い

する。また、医療安全支援センターに寄せられる患者の相談、苦情等への対応

については、平成 31 年４月 12 日付け「退院時の説明等に係る患者からの苦情

等への対応について」（厚生労働省医政局総務課医療安全推進室・地域医療計

画課・保険局医療課連名事務連絡）も参考にしていただきたい。【PⅠ総 21-22】 
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なお、医療安全支援センターについては、全ての都道府県での設置を完了し

ているところであるが、二次医療圏及び保健所設置市区の一部ではまだ設置 

されていない状況であるため、早期設置に向けた積極的な取組をお願いす 

る。 

 

（４）医療事故情報収集等事業 

美容医療における有害事象について、医療安全支援センターや医療事故情報

収集等事業等を通じて、実態把握を行っているところであるが、より多くの事

故等事案を収集、分析し、再発防止につなげるためにも、管内美容医療機関等

に対する医療事故情報収集等事業への参加の呼びかけをお願いしたい。 

【PⅠ総 23】 

繰り返される医療事故や早急な対策が必要と判断する事案については、当省

から注意喚起の通知を発出しており、また、日本医療機能評価機構において収

集・分析された事例のうち特に注意が必要な事項については、「医療安全情報」

として医療機関等に発信しているところである。 

   これらの情報を各医療機関等が活用し、効果的な取組がなされるよう、各

都道府県等におかれても、引き続き医療監視等の機会を通じ、管内医療機関

等への周知をお願いしたい。 
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５．外国人患者受入環境整備について 

 

○ 厚生労働省ではこれまで、訪日及び在留外国人の増加等に鑑み、全ての地域

において外国人患者が安心して受診できる医療体制の整備を推進しており、そ

の方針は来年度も同様である。【PⅠ総 26】 

 

○ 昨年来の新型コロナウイルス感染症流行においては、在留外国人の医療ニ

ーズも増えていると考えられ、一般医療、コロナ医療を問わず、相談、受

診、検査、入院受入等について着実に外国人に対応した医療提供体制を確保

する必要がある。 

 

○ また、予断は許さないものの、今年は東京オリンピック・パラリンピック

の開催が予定され、さらにいずれかのタイミングでは国際往来の本格再開も

考えられることから、訪日外国人への医療提供能力の確保と、院内感染防止

の面で、今から十分な準備をする必要がある。 

 

○ 外国人の医療については、自治体と医療機関との連携に加えて、多文化共

生、消防、観光の関係者などとの連携も重要であり、各地域の実情に応じた

体制整備を行う必要があるため、引き続き、都道府県による協議会の設置に

取り組んでいただきたい。 

 

○  厚生労働省では、令和３年度予算案にて引き続き、都道府県による協議会

の設置・運用に係る経費を計上しているので、是非御活用いただきたい。 

 

○ また、医療機関が直面する外国人患者対応に関する相談について、ワンスト

ップで受け付ける相談窓口を都道府県に設置・運用するための経費も計上して

いるので、こちらも是非御活用いただきたい。夜間・休日については、国にお

いて全国一律の医療機関向け相談窓口を開設している。これは都道府県の相談

窓口の開設時間を補完するためのものであり、改めてその利活用が図られるよ

う、併せて周知いただきたい。【PⅠ総 26】 

 

○  各都道府県が選出する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」の役

割も益々大きくなり、当該医療機関の指定については、医療機能情報提供制

度の報告事項に追加する予定であるので、その支援や体制整備も引き続きよ

ろしくお願いしたい。【PⅠ総 27】 
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○ このほか、医療機関に対して、国がこれまで実施してきた多言語化支援や

医療コーディネーター養成研修等は引き続き実施していく予定である。臨時

的措置として、新型コロナウイルス感染者に対応する医療機関等に対して

は、無料の多言語の電話通訳サービスの提供も行っている。【PⅠ総 27-28】 

 

○  さらに、外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関又はこれに選出予定の

入院医療機関には、令和２年度第３次補正で、１施設当たり上限１，０００

万円の財政支援が可能である。令和２年度に交付を受けていない施設には、

令和３年度に申請が行えるようにする予定であるので、地域の外国人向け入

院医療の整備に是非しっかりと御活用いただきたい。【PⅠ総 28】 

 

○  オリンピック・パラリンピックや往来再開などの動きにも注意しつつ、国

の支援も活用し、外国人患者受入環境整備につき、遺漏無きよう御対応をお

願いしたい。 
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６．性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて 

 

○ 「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター」（以下「ワンストップ支

援センター」という。）は、性犯罪・性暴力被害者に対して、被害直後からの総合的な支

援（産婦人科医療、相談・カウンセリング等の心理的支援、捜査関連の支援、法律的支

援等）を可能な限り一か所で提供することにより、被害者の心身の負担軽減、健康回復、

警察への届出促進等を図ることを目的としている。 

 

 

○ ワンストップ支援センターの設置に関しては、平成29年６月23日に「刑法の一部を

改正する法律」（平成29年法律第72号）が公布され、同法律案に対する附帯決議におい

て、ワンストップ支援センターの整備を推進することが求められており、国会等での議

論では、ワンストップ支援センターの類型の中でも特に病院拠点型の設置の促進、県内

の複数設置及び24時間対応とすべきという御意見をいただいているところである。 

  ※ワンストップ支援センターの形態別設置数（令和元年８月現在） 

   ・病院拠点型 ９カ所 

   ・相談センター拠点型 ３カ所 

   ・相談センターを中心とした連携型 ３５カ所 

 

 

○ 「第５次男女共同参画基本計画」（令和２年 12 月 25 日閣議決定）においては、性犯

罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて、24時間365日対応化や

拠点となる病院の整備促進、コーディネーターの配置・常勤化などの地域連携体制の確

立、専門性を高めるなどの人材の育成や運営体制確保、支援員の適切な処遇など運営の

安定化及び質の向上を図ることとなっている。【PⅠ総32】 

  加えて、令和２年６月には、令和２年度から４年度までの３年間を性犯罪・性暴力対

策の「集中強化期間」とした『性犯罪・性暴力対策の強化の方針』を関係府省会議で決

定した。その中で、地域における被害者支援の中核的組織として、ワンストップ支援セ

ンターの体制充実や連携強化として、①病院にセンターを設置することや、必ずつなが

ることができる中核的病院との連携、②都道府県、病院（医師、看護師等）、警察、弁護

士、婦人相談所、児童相談所等地域の関係機関との連携強化が定められているので、引

き続き御協力をお願いしたい。【PⅠ総33】 

 

 

○ 厚生労働省では、平成28年４月１日付事務連絡「性犯罪・性暴力被害者のためのワン

ストップ支援センターの設置促進について（依頼）」により、ワンストップ支援センター

の開設等に協力可能な医療機関の情報収集・提供及び犯罪被害者支援団体等と医療機関

との連携・協力の促進、並びにワンストップ支援センターを設置している医療機関につ

いて、医療機能情報提供制度を活用した住民への情報提供を依頼したところである。 

【PⅠ総34】 

 

 

○ 各都道府県におかれては、こうした点も踏まえ、今後とも性犯罪・性暴力被害者のた

めのワンストップ支援センターの設置促進、機能充実に御協力をお願いしたい。 
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７．次世代医療基盤法における医療情報の提供について     

              

○ 医療情報を医療分野の研究開発に適切に利活用することを目的として、平

成 29 年５月に次世代医療基盤法が制定され、平成 30 年５月に施行された。

【PⅠ総 36】 

  これに基づき、医療情報取扱事業者（医療機関、介護事業所、地方公共団体、

医療保険者等）においては、その設置主体（公立、私立等）に応じて適用され

る個人情報保護法制の枠組みの相違にかかわらず、あらかじめ本人に通知し、

本人が提供を拒否しないという統一的な条件で、国が認定した事業者（※１）

に対する医療情報（※２）の提供が可能（※３）である。【PⅠ総 36】 

※１ この事業者については、主務府省（内閣府、文部科学省、厚生労働省及び経済

産業省）において、令和元年 12 月に第１号、令和２年６月に第２号となる認定を

行ったところ。【PⅠ総 36】 

※２ 次世代医療基盤法第２条、次世代医療基盤法施行令第１条及び次世代医療基

盤法施行規則第２条に定めるもので、例えば、以下の事例が該当する。 

  事例１）医療機関が保有するカルテ 

  事例２）薬局が保有する調剤レセプト 

  事例３）「学校における児童生徒等の健康診断」の結果 

  事例４）保険者の保有する特定健診結果 

  事例５）地方公共団体の有する小児慢性特定疾病医療費支給認定申請書 

※３ 公立病院等が個人情報を第三者に提供する場合には、個人情報保護条例に基

づく必要があるものの、認定事業者に対する医療情報の提供は、条例で個人情報の

第三者提供を認める「法令に基づく場合」に該当するものと解釈することが可能。

【PⅠ総 37】 

 

〇 地方公共団体の皆様には、次世代医療基盤法の意義をご理解の上、管内の医

療機関等に対する周知について御協力をお願いしたい。また、医療機関の設置

主体や健康診査等の実施主体として、認定事業者に対する医療情報の提供に

ついて、御協力をお願いしたい。【PⅠ総 38-39】 

 

※ 法の趣旨・目的等について、地方公共団体の職員の理解を深めるための研修等

を企画する場合には、必要に応じ国から講師派遣等を行うことも可能。平成 31 年

３月以降、４県及び４市に累計 10回講師派遣実績あり。（令和３年２月時点） 

 

〇 なお、地方公共団体の皆様には、住民の皆様に対する周知にご活用いただけ

るよう、様々なコンテンツ（ポスター、リーフレット、通知のひな形、動画

（通知等の方法・一般向け）等）を用意しているため、個別に御相談願いた

い。【PⅠ総 40】 
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次世代医療基盤法

明日の健康・医療を
みなさんの健康記録でつくります
（医療情報提供のお知らせ）

わたしたちの地域では、住民のみなさんの健康づくりや病気の早期発見に

関する研究などに役立て、みなさんがより健やかな毎日をおくれるようにする

ため、健康診断結果などの医療情報を国が認定した事業者に提供致します。

（提供を拒否してもみなさんの生活への影響はありません）

詳細は裏面です

この通知書面は、次世代医療基盤法に基づき、内閣府・文部科学省・厚生労働省・経済産業省が確認したものです。

（地方公共団体、学校、

医療機関、介護事業所など）

国民・患者

病気の早期発見や新たな予防法

といった研究の成果がみなさんの

これからの健康に役立ちます。

健康診断、診察・検査・治療、介護に

関する情報を、厳しいセキュリティ

を保った手段で提供します。

安心してみなさんがこの仕組みに協力して頂けるよう、国も以下について取り組んでいきます。

☑ 信頼できる事業者の認定 ☑ 認定事業者などへの万全な監督 ☑ みなさんへの制度に関する周知

左のマークは音声コードです。音声コード用の専用アプリをダウンロードした上で、

携帯電話やスマートフォンで読み取ると、音声で通知内容をご案内します。

この認定事業者は、ご本人が特定されないようにお名前やご住所といった情報

を削除するなど、医療情報の加工を行い、研究者に提供します。

提供を望まない方は、お申し出下さい。

（研究機関、地方公共団体など）

研究者 認定事業者

提供されるのは、健康診断の種類や結果など、研究開発に必要な情報のみです。

氏名や住所、被保険者番号等の個人の特定につながる情報は提供されません。
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みなさんの情報が実際に認定事業者に
提供されるのは、この書面をお渡ししてから

１か月経過した後です。

＜お問い合わせ窓口＞

内閣府「次世代医療基盤法コールセンター」

電話番号：0570-050-211（ナビダイヤル）/03-6731-9590（一般電話）
受付時間：月曜～金曜 9:00～18:00（土日祝日・年末年始は除く）

内閣府ホームページ

https://www8.cao.go.jp/iryou/index.html

どのようにわたしたちの将来の健康・医療がよくなりますか？

よくあるご質問にお答えします。

多くの情報を分析することで、地域住民の健康づくりに活用されたり、
新薬の開発や病気の早期発見につながります。

認定事業者はどのような事業者になりますか？

認定事業者に提供した情報は安全に管理されますか?

法律に基づき国が認定した信頼できる事業者です。

匿名加工やセキュリティなどに精通しています。

厳しいセキュリティを保った手段により収集された情報は、

暗号化し、限られた担当者のみが取扱うなど、

国が定めた詳細な基準に基づき、厳しく管理されます。

医療情報の提供を望まない方へ

医療情報の提供を望まない方は、

いつでも提供の停止を求めることができます。

16歳未満のお子さんやご自分で判断することが難しい方は、
保護者等の方もこの手続きを行うことができます。

提供の停止を求める手続きについては、以下の地域の窓口で受け付けます。

さらに詳しい情報はこちらをご覧ください。

この仕組みに関する国のホームページです。
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８．その他関連施策について 

 

（１）インフラ長寿命化計画の策定について【PⅠ総 62】 

○ 今後、各種公共施設等の老朽化が進むことを踏まえ、「経済財政運営の基

本方針 2019（令和元年６月 21 日閣議決定）」等において、各種公共施設等

の管理者は、 

① 中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準

化等の取組 

② ①の取組を計画的に進めるための「個別施設毎の長寿命化計画」（以下

「個別施設計画」という。）の策定 

等を行うこととされている。 

○ 個別施設計画の策定対象とされている医療施設は、都道府県、市町村、特

別区、一部事務組合又は広域連合が開設する「病院」である。 

○ 個別施設計画については、2020 年度末までに策定を完了することとされ

ているところ、令和２年４月１日時点では、一部の医療施設が未策定となっ

ている。 

○ 個別施設計画策定の手引きとして、「医療施設におけるインフラ長寿命化

計画（個別施設計画）策定のためのガイドライン」（令和２年１月 22 日）

を発出しており、未策定の医療施設を所管する自治体におかれては、当該手

引きを踏まえつつ、速やかに個別施設計画の策定に着手するよう、御対応を

お願いしたい。 

○ なお、例年、策定対象となっている医療施設を誤認される自治体も見受け

られるところであり、今一度、対象医療施設を確認するなど、遺漏無きよう

御対応いただきたい。 

 

 

（２）性的指向や性自認を理由とした不当な取扱いの防止について 

【PⅠ総 62】 

 ○ 病院等への立入検査や医療機関担当者への研修等の機会を捉えて、

医療法等の規定も踏まえ、ＬＧＢＴ（※）のような性的指向・性自認

を持つ方も含む医療サービスを必要とする方が不当な取扱いを受ける

ことなく、必要なサービスの提供がなされるよう徹底をお願いした

い。 
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  （※）ＬＧＢＴ：レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジ

ェンダー 

 

 

（３）障害者差別解消法医療関係事業者向けガイドラインの周知について 

【PⅠ総 63】 

○ 平成 28 年１月 12 日付けで決定した障害者差別解消法に基づく「医療関

係事業者向けガイドライン」について、管内の医療関係事業者等に対する

本ガイドラインの周知を図っていただいているところであるが、障害者の

差別解消に向けた取組を積極的に進めていただくよう、改めて御協力をお

願いしたい。 

 

 

（４）公共建築工事における「しっくい塗り」仕上げについて 【PⅠ総 63】 

 ○ 国土交通省が作成している「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」

が平成 31 年版へ改訂され、左官工事の仕様として「しっくい塗り」が新

たに記載された。 

 ○ 公共建築工事を発注する際には、当該仕様書も適宜参照いただきたい。 

参考：国土交通省 官庁営繕の技術基準 

   （http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html） 

 

 

（５）「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人の支援に関

するガイドライン」について 【PⅠ総 64】 

○ 令和元年５月に策定された本ガイドラインは、身寄りがない場合でも患

者に必要な医療が提供されるよう、医療機関が身元保証・身元引受等に求

める役割等について整理し、それぞれの役割ごとに、身寄りがなくても医

療機関が行うことができる対応方法をまとめている。 

○ 「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に

関するガイドラインの発出について（通知）」（令和元年６月３日付け厚

生労働省医政局総務課長通知）に基づき、管内の医療関係事業者等に対

し、本ガイドラインの周知を図っていただいているところである。 

- Ⅰ総 60 -

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html


○ 成年後見制度利用促進専門家会議にてとりまとめられた「成年後見制度

利用促進基本計画に係る中間検証報告書（令和 2 年 3 月 17 日）」におい

て、「研修等の実施を通じて医療等に係るガイドラインを周知し、医療現

場等への浸透を図ることが重要である」と指摘されている。また、身寄り

がない場合にそれのみを理由に入院患者の受入を拒否すると医師法上の応

召義務に違反する可能性があり、本ガイドラインの内容がさらに現場に浸

透する必要があると考えている。各自治体におかれては、引き続き周知い

ただくとともに、身寄りがない人が適切な医療を受けることができるよ

う、御協力をお願いしたい。 

参考：身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iry

ou/iryou/miyorinonaihitohenotaiou.html） 
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